

























つつある国際商事仲裁における迅速手続（expedited or fast-track 
procedure）1について考察する。商事仲裁自体は長い歴史があり、第 4 章
において触れるが、迅速手続が仲裁規則で明示的に規定されはじめたの
は、比較的 近である。その代表的なものとして、2017 年 ICC 仲裁規則
がある。当規則では主として旧版である 2012 年版からの重要な修正点と
して、減額された費用基準と迅速手続（an expedited procedure…with a 
reduced scale of fees）の点が強調されている。 
こうした点に着目し、初めに世界 3 大仲裁機関の一つである国際商業
会 議 所 国 際 仲 裁 裁 判 所 （ International Chamber of Commerce, 
 
1 Expedited procedure, fast-track procedure などの邦訳として「簡易手続」などが
あるが、本稿では「迅速手続」とする。 




International Court of Arbitration; ICC ICA）における近年の現状を
簡潔に紹介し、今後国際商取引における紛争処理制度の迅速手続の重要性































3 浜辺陽一郎『現代国際ビジネス法』72 頁（日本加除出版、2018 年）。その他二つは次
の通り。London Court of International Arbitration; LCIA、 American Arbitration 
Association; AAA. LCIA は も古く 1892 年、ICA は 1923 年設立。その他アジアではシ










2018 年における ICA の取扱状況については、取扱件数 842 件、135 か
国、2,282 当事者であり、2018 年に新規申立金額が US$36 billion、一件
の平均金額は US$45 million という5。また当事者の所属国としては、ア
メリカ 210、フランス 139、ブラジル 117、スペイン 110、ドイツ 95、イ
タリア 87、英国 69、また近年の台頭国としてアラブ首長国連邦 69、トル
コ 62 とされる。アジア諸国は少なく感じられるが、中国は CIETAC へ、東
南アジア諸国は SIAC へ、など地域性に理由があると考えられる。ICA で
は 2018 年は仲裁裁定が 599 件で、2009 年以降は 500 件超の仲裁裁定が出
され、2011 年と 2017 年では倍増している。主事務所は、香港、ニューヨ
ーク、サンパウロ、シンガポールの 4 拠点。また増加が顕著な地域の中西
部アジア（Central and West Asia）では、当事者数が 2017 年 219 から、
2018 年 275、件数も 14.6％の増加という。具体的にはアラブ首長国連邦
69、サウジアラビア 49、カタール 37 であるが、全体における中西部アジ
アの当事者割合は 12.1％であり、4 大地域でみると北米西洋 31.6％、中
南米 14.9％、東南アジア 12.8％に次ぐ規模とされる。また北アフリカで
は、件数では 2017 年 40 件から 2018 年 47 件（17.5％増）、当事者数で








4 国際仲裁事件について 2010 年申立件数では、LCIA 237 件、AAA 888 件、SIAC 140
件、CIETAC 418 件、とされる（中村達也『国際取引紛争（第 2 版）』160-161 頁（成文
堂、2016 年））。 
5 News Paris, 11/06/2019, ICC Arbitration figures reveal new record for awards 
in 2018, https://iccwbo.org/media-wall/news-speeches/icc-arbitration-figures-
reveal-new-record-cases-awards-2018/ 
6 Ibid. ICC Rules of Arbitration として、1998 年、2012 年、2017 年と改訂されてい
る。2012 年版の邦訳は、澤田壽夫他編著『マテリアルズ国際取引法（第 3 版）』251‐
260 頁（有斐閣、2014 年）参照。 
7 China International Economic and Trade Arbitration Commission; CIETAC. 








2.2 ICA の手続きの効率性と将来の見通し 
 ICC 仲裁裁判所では、世界的な一流の仲裁機関として、効率的かつ迅速
な方法で事件を取り扱うことに努力しており、過去 3 年間にわたり複数






これら遅延への対策導入により、遅延率が 2016 年 54％から、2018 年
38％へ、また遅延も 3～6 か月遅延の件数が、2016 年の 52 件から 2018 年






女性も増え、2015 年 136 人から 2018 年 273 人と倍増しており、また情勢
の単独仲裁人（sole arbitrator）は 2017 年 26％から 2018 年 30％、仲裁




 それでは次に、迅速手続について、2017 年 ICC 規則についてみていき
たい。 
 
仲裁委員会と、中国仲裁法第 7 章 66 条に基づく中国渉外仲裁委員会（China Chamber 
of International Commerce）がある。国際商取引では、中国国際商工会議所の CIETAC
と、中国国際貿易推進協会の中国海事仲裁委員会（China Maritime Arbitration 
Centre; CMAC）があり、全ての国際仲裁はこの二組織に付託される。CIETAC の渉外事案
は、2003 年以降、400 件から 600 件の間で推移している（栗田哲郎編著『アジア国際商
事仲裁の実務』109-111 頁、LexisNexis、2014 年）。  
8 Supra note 5, ICC では仲裁判断までの平均所要期間は、2 年 3 か月以上という（栗田
哲郎編著、前掲注 7、152 頁）。 





2.3 ICC 2017 年 Arbitration Rules の概要 
本文は全 42 条、付録（appendix）は 6 あり、後者の内容は次の通り10。 
・Appendix Ⅰ Statutes of International Court of Arbitration（条
文数 7） 
・Appendix Ⅱ Internal Rules of the International Court of 
Arbitration（条文数 6） 
・Appendix Ⅲ Arbitration Costs and Fees(条文数 3と費用手数料表) 
・Appendix Ⅳ Case Management Techniques（条文数 1） 
・Appendix Ⅴ Emergency Arbitration Rules （条文数 8） 
・Appendix Ⅵ Expedited Procedure Rules（条文数 5） 
 また本稿では Mediation（調停）を対象としないが、ICC では紛争処理
（dispute resolution）に対応する制度として、仲裁と調停を合わせて整
備しており、調停制度については 2014年 ICC Mediation Rulesに基づき、













10 本稿の ICC 条文等の内容は、次の ICC 出版 Booklet による。ICC, Arbitration Rules 
Mediation Rules (ICC Pub. 880 4 English). 
11 国際商取引における紛争解決手段として調停は従来、あまり利用されていなかったが、
国連国際商取引委員会（UNCITRAL）は 1980 年に調停規則「UNCITRAL Conciliation Rules 
1980」、2002 年には国際商事調停モデル法「UNCITRAL Model Law on International 
Commercial Conciliation」を採択している（高桑昭『新版 国際商取引法』365-366 頁
（東信堂、2019 年））。こうした傾向からも、商取引において調停という手段の需要拡大
が想定される。UNCITRAL（https://uncitral.un.org/）では、CISG に関連する国際訴訟
や仲裁等のデータベース CLOUT（Case Law on）が整備され充実している。ここでは各条
約やモデル法に関する裁判判決および仲裁裁定の事例検索が可能。 
12 Steven P. Finizio et al., 2017 Revisions To The ICC Rules Of Arbitration And 







① 係争額 US$ 2 百万以下であれば、自動的に迅速手続で進められる
（当事者合意により opt out も可能）（Article 30(3)(b)) 
② 仲裁廷は、当事者の仲裁合意の内容に関係なく、単独仲裁人の指
定が可能 Appendix Ⅵ, Article 2). 
③ 係争額 US 2 百万超の係争であっても、当事者合意により迅速手
続の選択が可能(Article 30(2)(b)) 
④ 仲裁廷から各当事者への照会事項（terms of reference）に対す
る返答は、従来の 2 ヵ月から 1 か月以内へと短縮 
⑤ 当事者の一方からでも要望があった場合、仲裁廷は重要判断の根
拠について明示する必要がある 
それでは次に Appendix Ⅵの条文を具体的に考察していきたい。 
 
2.4.1 第 1 条 Application of the Expedited Procedure Rules 
第 1 項で、第 30 条および付録Ⅵに明示なき場合には原則、迅速手続
に基づき進められる、とする。第 30 条第 1 項において13、仲裁付託の合
意がある場合は、仲裁合意内容に反する内容であっても迅速手続が適用
される。第 30 条 2 項14においては、付属Ⅵ記載の金額以下（US$2 百万）
の場合（a）、超えている場合も当事者合意がある場合（b）という。第







2.4.2 第 2 条 Constitution of the Arbitral Tribunal 




13 Art.30.1 By agreeing to arbitration under the Rules, the parties agree that 
this Article 30 and the Expedited Procedure Rules set forth in AppendixⅥ 
(collectively the “Expedited Procedure Provisions”) shall take precedence 
over any contrary terms of the arbitration agreement.  
14 Art.30.2 The Expedited Procedure Rules set forth in AppendixⅥ shall apply 
if: a) the amount in dispute does not exceed the limit set out in Article (2) 
of AppendixⅥ at the time of the communication referred to in Article 1(3) of 











2.4.3 第 3 条 Proceedings 
第 1 項において、迅速手続による場合、第 23 条の規定は適応されない、








第 3 項において、第 24 条（Case Management Conference and Procedural 
Timetable）に基づき、事案管理会合（case management conference）を
申立書受領後 15 日以内に開催しなければならない、という。同項で ICA
は状況に応じ期日延長の可能性も認める、とあるが、かなりの短期間で初



















2.4.4 第 4 条 Award 
 第 1 項では、仲裁廷は 終的な仲裁裁定の決定を、管理会合（management 
conference）開催日から 6 か月以内を期限として設定されている。ただし
第 31 条 2 項の規定15でその期限を延長することもできるとあり、同条で
は仲裁廷が必要であると判断した場合、ICA は当該期限を延長することも
ある、とされる。 
















3. 商事仲裁における Fast Track の比較 
3.1 SIAC Expedited Procedure 
Singapore International Arbitration Centre16仲裁規則の迅速手続に
関する条項は、その第 5 条にある17。その要旨をまとめると次の通り。 
 
15 Article 31 Time Limit for the Final Award, (2) The Court may extend the time 
limit pursuant to a reasoned request from the arbitral tribunal or on its own 
initiative if it decides it is necessary to do so. 





17 SIAC Rules (Arbitration Rules of the Singapore International Arbitration 
Centre) 6th edition, 1 August 2016. Rule 5 Expedited Procedure. なお SIAC の平均
期間は、仲裁 13.8 か月、調停 11.7 か月であり、迅速手続では 6 か月以内で完結（SIAC





























UNCITRAL 国際商事仲裁に関するモデル法（UNCITRAL Model Law on 
International Commercial Arbitration, 1985）が制定され、現実に多く
の国が採択している。仲裁裁定の承認・執行については、1958 年外国仲
裁判断の承認および執行に関する条約（Convention for the Execution 
of Foreign Award, 1958；通称「ニューヨーク条約」）があり、両方とも
に多くの国が批准している19。シンガポールにおいても、UNCITRAL モデル
法に準拠した仲裁法（Arbitration Act, Chapter 10）および国際仲裁法
（International Arbitration Act, Chapter 143A）が規定されており、ニ
ューヨーク条約も 1986 年 8 月 21 日に批准している20。 
 
18 2019 年 9 月 15 日外為相場 SGD１＝78.70 円（https://nikkei225jp.com/fx/） 
19 栗田哲郎編著、前掲注 7、98 頁。 






3.2 AIAC Fast-Track 
Asian International Arbitration Centre; AIAC21は、AIAC Fast Track 
Arbitration Rules （effective as of 9th March 1918）があり、PartⅠ
において迅速手続規則を定め、PartⅡにおいて費用一覧が定められている。 





② 国際仲裁の場合、2005 年マレーシア仲裁法（Malaysian Arbitration 
Act 2005; MAA 2005）第 41 条、第 42 条、第 43 条および第 46 条は
適用されない22。また MAA 第 7 条（Waiver of right to object）の
異議申し立て（challenge）は 7 日間とし23、MAA 第 15 条(1)の異議
申し立ても 7 日間が期限とされる。 
③ 当事者は自由に仲裁人の人数を決定することができ、もし決定がな
い場合には、Director が単独仲裁人と決定する。 









⑧ 書類のみ仲裁の場合で事案管理会合を実施しない場合、AIAC は 10
 
ている（同書 490-495 頁）。 
21 アジア国際商事仲裁センター；https://www.aiac.world/ 
22 Laws of Malaysia Act 646, Arbitration Act 2005 (MAA 2005) as at 1 December 
2011,http://www.agc.gov.my/agcportal/uploads/files/Publications/LOM/EN/Act%206
46%20-%20Arbitration%20Act%202005.pdf 
MAA 2005, Art.41 Determination of preliminary point of law by court; Art.42 
Reference on questions of law; Art.43 Appeal; Art. 46 Extension of time for 
making award. 
23 MAA 第 7 条「不当な遅延なく（without undue delay）」, 
MAA 第 15 条 1 項では「14 日間」。 










⑪ 期日管理につき（Rule 21 Periods of Time）、被申立人（Respondent）
は仲裁開始の通知受領後 10 日以内に返答すること。 
⑫ 仲裁廷は仲裁開始日の 10 日以内に事案管理会合を招集するか、開
始の通知を当事者に通知する。 




⑭ 仲裁廷は終結日から 90 日以内に仲裁裁定を提出する。 
⑮ 期日延長（Rule 22 Extension of Periods of Time）につき、仲裁
廷は書類提出の場合 14 日、状況聴取（oral hearings）完了の場合
は 30 日延長できる。 
⑯ 仲裁廷は仲裁開始後、当該事案に予想される金額から預託金を決定
し、両当事者は均等に負担することとする。 









いたが、1999 年法律 30 号（Law No.30 of 1999 Concerning Arbitration 
and Alternative Dispute Resolution）が制定され、このインドネシア仲
裁法が仲裁制度の中核を担っている25、とされる。 
 










3.3 SCC Expedited Arbitrations 
Arbitration Institute of the Stockholm Chamber of Commerce; SCC26
は、2017 Rules for Expedited Arbitrations (In force as of 1 January 
2017)を採択している。仲裁規則の本文は、全 52 箇条あり、付録Ⅰ
Organisation（組織、全 9 条）、付録Ⅱ Emergency arbitrator(緊急仲裁
人全 10 条）、付録Ⅲ Schedule of costs（費用一覧、前 5 条）から構成さ
れる。 
要旨は次の通り。 
① SCC では仲裁規則があり、通常の仲裁規則（Arbitration Rules）と
迅速手続規則（Rules for Expedited Arbitrations）の 2 種類ある
（第 1 条）。 
② 仲裁廷および両当事者は、効率的かつ迅速な方法で（efficient and 
expeditious manner）行動するものとする、と大前提の一般原則と
する精神が明文で規定されている（第 2 条）。 
③ 仲裁申立書には、金銭的算定も含む具体的救済案、主張を裏付ける
事実と法的根拠、仲裁合意等が記載してあること（第 6 条）。 
④ 申立時に登録費用（registration fee）を支払う必要があり（第 7





⑤ 仲裁人選定の以前に SCC は、事案の複雑性、係争金額、その他の状
況を考慮し、迅速手続を邸要するか否か、また仲裁人を単独もしく
は 3 名とするかについて、当事者を招集することがある（第 11 条）。 
⑥ SCC が当該紛争に関して明確に管轄権を有していない場合、第 51 条
に基づく着手金（advance on costs）が支払われていない場合は却
下（第 13 条）される。また当事者が追加される場合もあり（第 14
条）、一つの仲裁事案に関連する複数の契約を取り扱う場（第 15条）
合や、他の事案と統合する場合（第 16 条）もある。 
⑦ 仲裁は単独仲裁人（a sole Arbitrator）で行われるものとする（第
17 条）。 
 
26 ストックホルム商業会議所仲裁機関 https://sccinstitute.com/ 

















命し、その費用負担は仲裁人への費用から捻出される（第 25 条）。 
⑩ 仲裁人は当事者が同意した準拠法に基づき当該紛争の実体審査
（merits）を行い、当該準拠法は実体法（substantive law）のみ該
当し、当該国の牴触法（conflict laws）には該当しない（第 28 条）。 
⑪ 仲裁人が任命された後、仲裁人は事案管理会合（a case management 
conference）を両当事者と開催し、手続きの効率性と迅速性を高め
る手続きを選択し、特に仲裁人への委託後 7 日以内に、 終的な仲
裁裁定の日を含む期日管理表（timetable）を作成しなければならな
い。この期日管理表は、修正も可能であるが、それらを当事者と運





合にのみ行われる（第 33 条）。 
⑬ 仲裁人は当事者の要望により、暫定措置（interim measures）をと
ることができる（第 38 条）。 
⑭ 当事者は略式手続（summary procedure）により、仲裁人の事実およ
び法律判断を確認することができる。 
⑮ 仲裁の 終裁定は、仲裁人に委託された日から 3 か月以内に行われ
るものとする（第 43 条）。 
⑯ 仲裁費用は、仲裁人への報酬、管理費、仲裁人および SCC の経費の
 







⑰ 登録費用（registration fee）は、EUR2,500（約 29.85 万円、１€＝






























29 Nikkei 225, 2019 年 9 月 17 日 9 時。 
30 Irene Welser・Christian Klausegger, Fast Track Arbitration: 

































31 Jakob Ragnwaldh, Need for speed: fast track arbitration, 
https://www.cdr-news.com/categories/arbitration-and-adr/need-for-speed-fast-
track-arbitration 
32 大隈一武『国際商事仲裁の理論と実務』170 頁（中央経済社、1995 年）。この迅速手
続の表現についても、hostile tender offer, chocolate thunder, slam dunk, 
lightning fast などがあった(International Chamber of Commerce, ICC 
International Court of Arbitration Bulletin, vol. 3, at 2 (1991))。   
33 浜辺陽一郎、前掲注 3、67-79 頁；「国際商事仲裁システム高度化研究会 1992 年度報
告書‐商事仲裁の新たな発展に向けて‐」『JCA ジャーナル』第 40 巻 7 号・通巻 430 号
12-16 頁（社団法人国際商事仲裁協会、1993 年 6 月 21 日）。 
34 民事訴訟との比較的考察は、久保田隆『国際取引法講義（第 2 版）』207-238 頁（中央
経済社、2019 年）参照。国際商事仲裁の簡潔な各学説については、大塚章男『事例で解















モンローに国家法の一部として吸収された。その後 20 世紀後半から 21 世



















35 喜多川篤典『国際商事仲裁の研究』72 頁(東京大学出版会、1978 年)。 
36 民法 droit civil とは元来 local な法を national なものにする（civilize）という
ことであり、商法も droit civil commercial であることから、民商法と統合して解釈
されるべきものである、という（同書 73 頁脚注 2）。 
37 同書 74 頁。テンニエス『ゲマインシャフトとゲゼルシャフト 純粋社会学の基本概
念（上・下）』（岩波文庫、1957 年）参照。 
38喜多川篤典、前掲注 35、74 頁。 







































40 同書 76 頁。 
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